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概　要

　「内発的地域イノベーション」とは、地域の
生態系に適合し、住民生活の基本的必要と地域
文化の伝統に根ざし、地域住民の協力と多様な
主体及びセクターの協働によって、発展の方向
と筋道をつくりだしていく創造的かつ革新的な
地域課題の解決プロセスである。そしてそのプ
ロセスを可能にする多様なプレイヤーによる機
能的ネットワークであり、相互作用と共進化に
より持続する自律的システムとして「内発的地
域イノベーション・エコシステム」を定義する。
　内発的地域イノベーション・エコシステムに
は「多様な主体による自律的分散型ネットワー
ク」「マルチセクターによる協働ガバナンスと
秩序形成 」「複雑な相互作用による共進化と動
的平衡」の 3つの基本構造があり、また「地域
アイデンティティを共有しあえる圏域設定」な
どの 7つの成立要件がある。さらにその発展過
程として ①誕生期 ②成長期 ③発展期 ④成熟期 
の 4つのステージがある。
　こうしたエコシステムが形成された地域づく
り事例として徳島県神山町、島根県海士町、宮
城県女川町という人口一万人未満の 3つの小規
模自治体について分析した。どの地域にも共通
して、行政／事業者／ NPOといったマルチセ
クターの協働ガバナンスにより、様々な社会課
題を解決する内発的地域イノベーションが連続
して起こっている。地域の各プレイヤーの活動
及びプレイヤー間の相互作用の分析により、段
階を経てマルチセクターの協働ガバナンスへと
発展し、それに伴い地域内の各プレイヤーの活
動も強化され、地域発展の内発性が高まって
いったことが分析を通して明らかになった。
　その鍵となっているのが、多様な主体をつな

げる結節点としての地域ビジョンの設定と、自
分たちが依って立つ中核的な価値・規範の醸成
を担う地域の中核プレイヤー及び中間支援組織
の存在である。またそれによって地域公共財と
しての社会関係資本が形成され、それが地域内
に自己組織的に様々なアクションを生み出して
いく基盤となっている。

1．はじめに

　本論文は、2020年 3月に同志社大学より博
士（ソーシャル・イノベーション）を授与され
た博士学位論文「小規模自治体における内発的
地域イノベーション・エコシステム : 創造的人
口減少を可能にするまちづくり生態系」をもと
に、その核心的な部分を抽出し、まとめたもの
である。
　本研究では、急激な人口減少を迎える小規模
自治体において、地域づくりの諸主体が有機的
なネットワークを形成し、そこに地域公共財と
しての社会関係資本を伴う内発的地域イノベー
ション・エコシステムを生み出し、人口減少に
伴う地域課題に対応しながら、しなやかに地域
社会を維持・発展させていくプロセスについて
分析・考察した。
　さらに人口減少に直面しながら、優れた地域
づくりを行う 3つの小規模自治体の事例を分
析・比較し、内発的地域イノベーション・エコ
システムの形成に向けて重要な要素となる点に
ついて考察を行った。
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る」というソーシャル・イノベーションの持つ
大きな意味合いや目的において、中核的なソー
シャル・イノベーターや社会的起業家を軸とし
た様々な個人や組織のつながりや連帯のあり方
や質が極めて重要であり、そうした「社会革新」
に向けた人々のつながりの総体を、ソーシャル・
イノベーションのエコシステムと捉える視点も
また重要である（佐野 2020a）。
　本論では、「複数の個人・組織によって構築
された、事業やアクションを取り巻く共通の社
会的インパクト環境」としてソーシャル・イノ
ベーションのエコシステムを定義したい。つま
り特定の社会課題の解決や目指す社会像に向か
い、セクターや領域を越え様々な主体が協働し、
その変化を社会や地域全体に広げていくネット
ワーク全体の働きがエコシステムとして捉えら
れるのである。言い換えれば、「社会課題の革
新的な解決」を可能とする社会的生態系（エコ
システム）であり、社会起業家やその支援者、
また連携したり時に敵対する様々な NPO、企
業、行政、中間支援組織、金融機関、財団、教
育・研究機関、メディアなどのマルチセクター
の個人や組織からなる社会的ネットワーク及び
関係性の総体でもある（佐野 2020a）。

2. 3　 内発的地域イノベーションのエコシ
ステム

　研究者によって地域イノベーションやエコシ
ステムに対して様々な捉え方がされているが、
統一された定義はまだ確立していないのが現状
である。しかしそこに共通しているのは、自治
体や企業、大学といった「産官学」の連携によ
り産業創出や起業支援を地域で促進するシステ
ム作りという視座であり、生活者や市民が主体
というよりもトップダウンによる産業社会のイ
ノベーションとの色合いが強い（佐野 2020a）。
　いっぽう本研究では、地域固有の文化や風土
に根ざし、地域住民の主体的参加と自己決定に
よる地域内の資源を最大限活用した発展論であ
る「内発的発展」の思想に即した地域イノベー
ションのエコシステムについて定義を行いたい。
　生態学のエコシステム概念を地域づくりや
ソーシャル・イノベーションの分野においても
援用し、地域社会という一つの区域の中でその
中で実践される地域イノベーションの様々な構

2． 内発的地域イノベーション・エコシ
ステムとは何か

2. 1　内発的地域イノベーション

　ソーシャル・イノベーションは「社会問題に
対する革新的な解決法」であり、「既存の解決
法より効果的・効率的かつ持続可能であり、創
出される価値が社会全体にもたらされるもの」
だと一般的に捉えられている。また地域イノ
ベーションというと、地域における産業創出や
技術革新を主に意味する Regional innovation と
して捉えられることが多い。
　だが本研究においては、地域イノベーション
を「地域におけるソーシャル・イノベーション」
または「地域社会のイノベーション」としての 
Regional social innovation として捉えるものとす
る（佐野 2020a）。
　上記の地域イノベーション概念に内発的発展
論の概念を加え、本研究では「内発的地域イノ
ベーション」という概念を提唱する。それは「地
域の自然環境及び生態系に適合し、住民生活の
基本的必要と地域文化の伝統に根ざし、地域住
民の協力と多様な主体及びセクターの協働に
よって、発展の方向と筋道をつくりだしていく
創造的かつ革新的な地域課題の解決」であり、
またそれに向かう「地域社会におけるライフス
タイルや価値観及び関係性の変容と、それに伴
う制度や仕組みの転換や産業・ビジネスの創出」
全体を指すものである（佐野 2020a）。

2. 2　 ソーシャル・イノベーションのエコ
システム

　ソーシャル・イノベーションや社会的起業と
いうと、どうしても社会的起業家などのヒー
ロー的な個人に焦点が当たる傾向がある。素晴
らしい社会事業を起こし、軌道に乗せた社会起
業家は大きく注目されるし、ともすればヒー
ローイズムに陥り、ソーシャル・イノベーショ
ンのプロセスも、リーダーや起業家個人の功績
として属人的に語られてしまうことも少なくな
い（佐野 2020a）。
　だが実際には、「人々の意識と行動に変容を
もたらすことによって社会課題を解決し、社会
の仕組みや制度そのものをバージョンアップす
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とにより地域社会のレジリエンスを高待ってい
く。このように人口減少が進行する日本の地域
社会においても、地域を持続させる大きな基盤
となるのが、本研究で対象とする「内発的地域
イノベーション・エコシステム」である（佐野
2020a）。
　それは、地域外の大きな資本や権力に依拠し
た開発モデルではなく、地域の自己決定や自治
の力に依拠したものであり、それゆえに地域の
レジリエンスを高め、持続可能性を高めるもの
である。また特定の地域イノベーションや社会
課題の解決に特化した期間限定のアクションで
なく、地域社会の中で断続的に営まれ、持続す
る自律的システムであり、いわばそれが母体と
なって地域課題解決に向けた協働や地域イノ
ベーション、またコレクティブ・インパクト 1

（URL1）に向かう諸活動が地域に産まれてくる
ものである。
　まとめれば、内発的地域イノベーション・エ
コシステムとは「セクターを越えた協働と住民
の主体的参加により、複雑な地域課題の解決を
行う地域における多様なプレイヤーによる機能
的ネットワークであり、相互作用と共進化に
より持続する自律的システム」である（佐野
2020a）。

成要素をひとつのシステムとして見立て、その
生成過程と動態を研究するために「内発的地域
イノベーション・エコシステム」という概念を
本研究において新たに提起する。様々な地域づ
くり主体が有機的につながり、全体で意味のあ
る系を中央統制に依らず自己組織的に形成して
いる状態が地域づくりにおけるエコシステムで
ある（佐野 2020a）。
　そこでは、地域づくりの様々な主体が、地域
のビジョンやコア・バリューを共有しながら、
互いの多様性や異なる価値観・行動様式、また
地域における役割を認め合いつつ、しかし中央
統制に依らない形で全体としてゆるやかなネッ
トワークを形成しながら、全体として機能する
システムを構築している。そしてそこでは、全
体の情報共有とフィードバックを媒介し、促進
するメカニズムが働いている。その調整機能の
中枢を担うのが中核プレイヤー（キーストー
ン）、または中間支援組織の働きである（佐野
2020a）。
　そこにはビジネス手法による革新ももちろん
含まれるが、自治体等による画期的な政策によ
る制度的イノベーションや、地域住民や NPO
が主体となった人々の価値観やライフスタイル
に働きかける変革も含まれる。またそうしたマ
ルチセクターによる協働が断続的に営まれるこ

1  セクター間の連携により社会課題を解決し、社会的インパクトを協働で達成することを指す。

図 1　内発的地域イノベーション・エコシステム概念図
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勤しむ傍ら、地元の仲間たちとともに地域づく
りを進めてきた（佐野 2018）。
　1992年にグリーンバレーの前身となる「神
山町国際交流協会」を設立。1999年に「神山アー
ティスト・イン・レジデンス（神山 AIR）」事
業を開始した。これは毎年海外及び国内から 3
名の現代アーティストを招へいし、地域に滞在
しながら風土に即した作品を制作し、地域に遺
していってもらうというもので、以降 20年か
けて住民手作りのアート事業として続けられて
いる。
　こうした、現代アートというある種の経済合
理性や効率性といったもので測りえない「精神
的価値」を重視する地域づくりを住民主導で進
めたことが、その後の多くのクリエイターや
起業家が移住する基盤となっていった（佐野 
2018）。
　その後、国際交流協会は 2004年に NPO法人
グリーンバレーに改組される。グリーンバレー
は、「日本の田舎をステキに変える」ことをミッ
ションに掲げた。さらには以下の 3つを組織の
ビジョンとして持つに至った（URL3）。

　（1） 「人」をコンテンツとしたクリエイティ
ブな田舎づくり

　（2） 多様な人の知恵が融合する「せかいのか
みやま」づくり

　（3） 「創造的過疎」による持続可能な地域づ
くり

　「創造的過疎」とは、人口減少というマイナ
スの現実を与件として受け入れたうえで、クリ
エイティブな人材を積極的に誘致することによ
り人口構成を創造的なものに変化させ、質を上
げることにより、地域を根本的に変えていこう
という考え方である（URL3）。この考え方によ
れば、起業家、IT 技術者、アーティスト、職
人といった広義のクリエイティブな人材の移住
が優先されることになる（佐野 2018）。
　また大南は、創造的過疎を「過疎化の現状を
受け入れ、過疎の中身を改善する」ものと定義
し、「若者や創造的な人材の誘致によって人口
構成の健全化を図るとともに、多様な働き方が
可能なビジネスの場としての価値を高めること
によって、農林業だけに頼らない、均衡の取れ
た、持続可能な地域を目指す」取り組みである

3． 徳島県神山町における内発的地域イ
ノベーション・エコシステム

3. 1　徳島県神山町の概況

　徳島県神山町は人口 5,210人（2,449世帯）
の典型的な過疎高齢化した山間地域である
（2020年 1月現在）。しかし近年、IT系企業の
サテライトオフィス設置等による都市住民の移
住が増加し、大きな注目を集めている。神山
町は 1955年に隣接する 5つの村が合併して誕
生した。1970年に 1万 3千人以上だった人口
が現在は約 4割程度まで減少し、高齢化率も
49.5％（2015年現在）に達している（URL2）。

写真 1　神山町の風景
（認定 NPO 法人グリーンバレー提供）

3. 2　認定NPO法人グリーンバレーの活動

写真 2　大南信也
（認定 NPO 法人グリーンバレー提供）

　この町の地域再生のキーパーソンである認定
NPO法人グリーンバレー（以下、グリーンバ
レー）理事の大南信也は、神山町出身だが若い
頃にスタンフォード大学に留学している。神山
町に帰郷後、家業の建設会社を引き継ぎ実業に
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　こうした都市部からの農山漁村部への移住の
場合、生計を立てていくだけの仕事が地域にあ
るか、といったことが大きな障害となりやすい
が、グリーンバレーでは「自ら仕事を地域で作
り出せる起業家人材」や「ネット環境さえあれ
ば、どこでも仕事が可能なクリエイター人材」
などに的を絞り、これはという人物がいれば条
件の良い空き家物件を最優先して斡旋し、移住
後も地域住民や集落コミュニティとのコミュニ
ケーションのつなぎ役となるなどの支援を積極
的に行ってきた（佐野 2018）。
　その結果、全体としては人口減少が年々進行
している神山町だが、一方グリーンバレーの取
り組みにより町への移住者数が増え始め、2011
年には転出者よりも転入者の数が上回るという
人口の「社会増」を達成している（図 2）。

3. 4　サテライトオフィスの展開

　2010年からは、東京に本社を置く ITベン
チャー企業などが、神山町内の古民家を改造し
たサテライトオフィスを設置する動きが始まっ
た。これは、グリーンバレーが意図的に仕掛け
て始まったものではなく、移住者との交流の中
で自然と生まれてきた流れである。
　現在では映像制作や名刺管理、ウェブデザ
インなどクリエイティブな職種の 16社（2018

と述べている 2。
　そして、このような取組により形成される神
山という町についてのポジティブなイメージ
が、一層都市圏からの移住希望者を惹きつける
ことへと寄与している。またグリーンバレーは、
2017年には寄付額の控除などの税制優遇が受
けられる認定 NPO法人格を取得している（佐
野 2018）。

3. 3　移住交流支援事業

　2008年には、神山町からグリーンバレーに
「神山町移住交流支援センター」の事業が運営
委託された。これは、移住希望者と地域内の空
き家や受け入れ集落をつなぎ、移住人口を増や
す取り組みだが、こうした事業が民間組織に委
託されることは非常に珍しい。それだけ、大南
たちの取り組みが、その実績・実力ともに地域
で大きく評価され、住民の信頼を得ていたこと
の証だろう（佐野 2018）。
　また、行政がこうした移住者促進事業を行う
場合は、どうしても平等原則の立場から「希望
者の受付順に空き家を斡旋する」といったこと
が起きやすいが、グリーンバレーが行った移住
者促進事業では、民間の立場の自由さを活かし、
むしろ地域が欲しい人材を「逆指名」して移住
してもらうという形になっている。

2  同志社大学佐野研究室の神山町フィールドワークプログラム（2018年 3月 24日・25日）において、神山町農村環境改善センターにて
開催された大南の講演の中での発言内容。

図 2　神山町の社会動態人口の推移
（認定 NPO法人グリーンバレー提供）
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表を務めるウェブデザイン会社のサテライトオ
フィスを開設した廣瀬圭治により、2014年より
新たに「神山しずくプロジェクト」が始まった。
これは町内の杉人工林が伐採されずに放置され、
森林環境が年々悪化している現状を改善するた
めにグリーンバレーと廣瀬の共同により始まった
もので、町内の杉材を加工した木工品の生産・
販売や、間伐材を活用した「薪ステーション」
の設置などの事業を行っている（URL5）。

3. 5　まちを将来世代につなぐプロジェクト

　神山町は 2015年 12月 25日に地方創生戦略・
人口ビジョン「まちを将来世代につなぐプロジェ
クト」を公開した。この策定作業は、49歳以
下の若手町職員および住民等約 30名からなる
ワーキンググループの協働を通じて実施された
（URL6）。策定プロセスにおいては実際に地域創
生の主体となる「担い手の発見」が重視され、
意思を持った実行の主体と、支援・応援関係がと
もなう戦略づくりに重心が置かれた（佐野 2018）。
　その結果、民間の地域公社として一般社団法
人「神山つなぐ公社」（以下、神山つなぐ公社）
が計画の実施組織として設置された。また、役
場内に課長級の戦略会議体「神山つなぐ会議」
が設置され、官民協働で計画を進めていく体制

年 3月現在）がサテライトオフィスを置くよう
になり、30名を越える新たな雇用が地域に生
み出されている。これに伴い、フランス家庭料
理や有機ピザレストランなどの飲食店も移住者
の手により新たに町内にオープンし、空き家率
が高かった町内の商店街にも新たな活気が生ま
れつつある（佐野 2018）。
　大南は、これからは「地域に何があるかでは
なく、そこにどんな人が集まるか」が大切だと
し、新しい生き方や働きかたを志向し実践する
クリエイティブ人材が地域に集積することによ
り、相互の化学反応により様々なプロジェクト
が立ち上がる「ヒトノミクス」が生まれると提
唱している（URL4）。
　事実、2012年に神山町に移住者し、自らが代

写真 3　古民家を改築したサテライトオフィス
（認定 NPO 法人グリーンバレー提供）

図 3　神山町の将来人口推計と人口ビジョン
（出典：神山町創生戦略・人口ビジョン）
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ては、新たな若年移住人口受け入れのためのコー
ポラティブ住宅タイプの集合住宅建設である「大
埜地（おのじ）住宅」や、「地産地食」を掲げた、
神山の農業を将来世代につなぐ試みであるフー
ドハブ・プロジェクトなどがある（URL8）。
　フードハブ・プロジェクトは、地域創生戦略
策定の中から生まれた「株式会社フードハブプ
ロジェクト」が主体となって進めており、「か
ま屋」という食堂と、「かまパン＆ストアー」
というパンと野菜と食材・調味料店を 2017年
に開業し、経営を行っている。
　食材の多くを基本的に神山町内で調達するこ
とにより、地域内経済循環の推進を図るプロ
ジェクトである。就農者の育成と耕作放棄地を
生き返らせる事業も進めており、同時に食育プ
ログラムを通じて、神山の保育園・小中高校と
の関わりも開始している（URL9）。

4． 島根県海士町における内発的地域イ
ノベーション・エコシステム

4. 1　海士町の概況と人口推移

　海士町は、島根半島の沖合 60kmの日本海に
浮かぶ隠岐諸島の中の一つ、中ノ島全体を町域

が整備された（URL7）。
　この創生戦略では、将来人口を小中学校の学
年あたりの人数、生活インフラ、財政等の維持
の観点から、3,000人を下回らない人口（2060
年時点で 3,200人程度）を長期的な目安として
設定している（図 3）。
　こうした、3,000人を下回らない人口を維持
するという目標のもと、その人口規模と年代構
成の実現にむけて、若い子育て世代を中心とし
た 44人 /年の転入（転出抑制を含む）を可能
にする住居と受け入れ体制の整備が、2016年
より開始されている（佐野 2018）。
　同時に町内外の人々にとって、「可能性が感
じられる状況づくり」を大切にすることを謳い、
図 4で示す 7領域の活動を進めている。そして
結果として、神山町およびそのつながりの中に
「多様な人材がいる」「よい関係性と、それを支
える場がある」「新しい活動や仕事がほどよく
常に生まれている」状態を指向している。また、
住民等を対象にした生活調査と、その蓄積も同
時に進めている（URL7）。

3. 6　神山つなぐ公社とフードハブ

　現在、神山つなぐ公社がコーディネーターとな
り具体的に進められている地域プロジェクトとし

図 4　神山町創生戦略の７つの施策領域
（出典：神山町創生戦略・人口ビジョン）



佐野　淳也：小規模自治体における内発的地域イノベーション・エコシステム

132

暮らしはある程度改善されたが、その一方で、
財政力以上に地方債残高が膨らみ、町の借金が
膨大な額に上っていた。2000年代初頭には財
政再建団体 3への転落も現実味を帯びるほどの
危機的状況に陥っていた（URL11）。

図 5　海士町位置図
（出典・隠岐レンタリース HP）

図 6　海士町の人口構成（2017 年）
（出典：海士町役場資料）

4. 3　自立促進プランと行財政改革

　このまま何もしなければ 2002年には町の基
金が底をついて、赤字に転落することが 1999 
年に判明した。
　そんな中、2002年に民間企業の経営感覚を
持つ山内道雄が海士町長に就任した（URL12）。
その後、行政改革のための中長期計画「海士町

とした 1島 1町のまちである。中ノ島は面積 
33.46 km2、周囲 89.1kmの小さな島で、人口は
2,353 人（平成 27年国勢調査）である（海士町 
2017）。
　国勢調査では 1950年の 6,986人をピークと
して人口が減少し続け、2010年調査では 2、
374人となった。しかし、Uターン・Iターン
者を獲得するための施策を行った結果、2010
年以降はほぼ横ばいとなっている。現在では人
口の約 10％が Iターン者であるとされる。
　移住者は 20代から 40代の若い世代が多く、
定着率も高い（URL10）。2009年時点の年少人
口（15歳未満）率は 9％、老年人口（65歳以上）
率は 39％である。高校卒業者の多くが隠岐諸
島外に出るため、20代から 30代の人口比率が
極端に少ない（海士町 2017）。

写真 4　海士町の風景
（提供：海士町役場）

4. 2　離島としてのハンディキャップ

　また、高齢化率は約 40％にも上っている。
就労先が少ないことや、教育・医療機関等の生
活環境が十分に整備されていないことなどか
ら、高校生のほとんどが卒業すると島外へ流出
してしまい、年少人口率も約 10％と低くとど
まっている。
　島への Uターン率も非常に低く、20～ 30歳
代の人口が極めて少ない。Iターン者が多い島
として有名になってはいるものの、若者の島外
流出と人口自然減が急激に進んでおり、大きな
課題の一つとなっている。
　1953 年の離島振興法の制定以来、国の経済
対策に呼応した公共事業への投資で社会資本を
整備してきた。公共事業によって、島の住民の

3  実質収支が赤字になり、財政再建のために地方財政再建促進特別措置法に基づく指定を受けた地方公共団体。



同志社政策科学研究　第 22巻（第 2号）2021年

133

ラスパイレス指数（国家公務員を 100とした場
合の指数）は 72.4となり、この当時地方自治
体の職員として日本一安い給与額となった。ま
た、町の議員と教育委員もこれを受けて給与を
40％カットした。自治会長に当たる区長からは
さらに 10％の給与削減の申出があった。こう
した大幅な人件費カットにより、2016年度だ
けで約 2億円の経費を削減した。
　その後、住民サービスをダウンすることなく
「自立促進プラン」を着実に実行してきたこと
で、黒字決算を続けて町の基金も 2017年度末
一般会計現在約 10億 4千万円、地方債の現在
高も約 84億円近くまで減り、財政事情は確実
に改善に向かっていった。

②住民による町財政への自主的協力
　町の行財政改革への取組に呼応して、住民た
ちからも、「自分たちに出来ることはないか」
といった声が上がるようになっていった。町内
の老人クラブからは、「これまで半額だったバ
ス料金を一般並みに値上げしてほしい」との申
出や、「自分たちは年金をもらっているから、
コミュニティ活動（ゲートボールなど）への町
からの補助金も要らない」との申出が自主的に
あった。また、各種の委員からも日当の減額の
申出があった。
　また、住民の中から行財政改革や地域づくり
を応援したいと言って、寄附も届けられるよう
になった。
　こうして住民と町が島の将来への危機感を共
有するようになり、行財政改革はもとより、そ
の後の産業振興などの地域づくりの取組にも連
携の輪が広がるようになっていった。このよう
に、町が町民と危機感を共有化したことで、住
民意識も大きく変化した。

③外貨獲得と人づくりを図る産業振興策の展開
　島が生き残るための「攻め」の戦略として、
新たな産業を創り雇用の場を生み出し、商品を
全国に売り観光収入を増やすことで「外貨」を
獲得して、島を活性化する一点突破型の産業振
興策が展開された。

自立促進プラン」（2003年度～）が策定された。
この自立促進プランでは、まず当面は「守り」
の政策として、行革でなんとか財政のやりくり
を行う一方、町を発展させるための「攻め」の
戦略として、産業振興を推し進めていく方針が
まとめられた（佐野 2019a）。
　また平成の大合併時には、島前の 2町 1村も
合併に向けた協議会を立ち上げたが、地政学的
条件などが理由で合意には至らず、2003年 12月
14日には協議会が解散している。山内は大胆な
行政改革と産業創出策を行い、海士町は「地方
創生のトップランナー」と謳われるほどの町となっ
た。2009年には「日本で最も美しい村連合」4に
加盟した。以下は山内町長によって進められた
主な行財政改革の中身である（佐野 2019a）。

①町職員の給与カットによる財源捻出
　町は、生き残るための「守り」の戦略を打ち
出すために、大胆な行財政改革を推進した。
　「自らの身を削らない改革は支持されない」
という山内町長の信念のもと、町長を皮切り
に、職員の大幅な給与カットが行われた。町長
以下助役・教育長、議会、管理職に始まり、職
員組合から一般職員給与の自主減額の申出があ
り 2004年度から実施された。
　2年目の 2005 年度には、町の三役の給与を
50～ 40％カット、職員の給与を 30～ 16％カッ
ト（30％は管理職や長く勤務する係長クラス）、
平均で 22％カットした。これで、職員給与の

4  「日本で最も美しい村」（the most beautiful villages in Japan）の名称の使用権を管理し、加盟団体の観光の広報活動などをする特定非営利
活動法人。

写真 5　山内町長（当時）
（提供：海士町役場）
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レー」8を売り出したところ、隠岐や島根県を
訪れた観光客に人気のヒット商品となった。同
年 11月には自治省（現・総務省）による「潤
いと活力のあるまちづくり自治大臣表彰」を受
け、この成功によって海士町は産業振興にいっ
そう力を入れることとなった（佐野 2019a）。
　海士町では 1998 年度以降、毎年全国各地か
ら数名の Iターン者を、町の臨時職員としての
身分で研修生を受入れる「商品開発研修生制度」
を取り入れており、研修生は、「よそ者」の発
想と視点で、特産品開発やコミュニティづくり
に至るまで、海士にある全ての宝の山（地域資
源）にスポットをあて、商品化に挑戦している。
このさざえカレーの商品開発でも、商品開発研
修生が力を発揮した。この成功を受けて、町職
員の間では「やればできるんだ」という自信が
生まれ、その後の様々な新産業創出事業に拍車
がかかった。2000年代以降には、「隠岐牛」（牛

　最初、町長から「役場の職員は本庁舎で勤務
するよりも、もっとお客様の出入りし、お客様
の声の聞こえるところで仕事をするべき。より
現場に近いところに担当課を移すように」とい
う「現場主義」に徹した体制づくりの方針が出
された。
　また、町の内部部局の職員数を減らし、その
分を産業振興や定住対策の部局に職員を重点的
にシフトさせることとなった。
　そこで、2004 年 4月に、町の産業振興を実
務的に担う「産業 3課」（交流・観光・定住を
担う「交流促進課」、第 1次産業の振興を担う
「地産地商課 5」、新たな産業おこしと雇用創出
を担う「産業創出課」）を創設した。島の玄関
口であり、情報発信基地やアンテナショップで
もある菱浦港のターミナル「承久海道キンニャ
モニャセンター 6」（2002 年開設）に、その産
業 3課を設置し、職員は皆そこへ移動して、現
場重視の施策展開を図った。

4. 4　「海」「潮風」「塩」による産業振興

　産業振興策として、町の担当課では海士の味
覚や様々な魅力をテーマごとに分けて高級感あ
ふれる形で販売するための戦略（「海士デパー
トメントストアープラン～『選ばれし島』まる
ごと届けます～」）7を 2004年度に開始した。
　2000年 3月には観光土産として「さざえカ

写真 6　承久海道キンニャモニャセンター
（提供：海士町役場）

5  一般に使われる「地産地消」ではなく、外部に打って出るという意気込みを現して「消」ではなく「商」の字が使われている。
6   ｢ キンニャモニャ ｣とは、島の自然と文化・人情がうたい込まれている海士町発祥の隠岐民謡の名。
7   この戦略は、国の地域再生計画の認定を受けて、2004 年度から地域雇用機会増大支援事業（プラス事業）、まちづくり交付金（～ 2008
年度）、2005年度には地域通貨モデルシステムの導入支援、地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）（～ 2006年度）の支援を得た。

8   海士の食卓では、カレーライスに肉ではなくて「さざえ」を入れていた。島では当たり前の食文化だったが、これを商品化しようと町
がこのプロジェクトの製造、開発、流通から販売まで全般を手がけ２年がかりで完成させた。「島じゃ常識！さざえカレー」という名
前で売り出したところ、初年度は５万個が売れ、今でも年間約３万個を安定して販売している。

写真 7　さざえカレー
（提供：海士町役場）

写真 8　隠岐牛の放牧風景
（提供：海士町役場）
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と永遠の発展の会（魅力化の会）」が発足し、「魅
力化プロジェクト」の歩みが始まった。
　2010年 4月には、「島の子どもたちや学校、
地域に良い刺激をもたらしてくれる意欲と力の
ある生徒」には、町から入寮費の全額、寮費・
食費の半額（毎月 2万円）、里帰り交通費の半
額等の補助をするという「島留学」支援制度が
設けられた。
　また、同年 6月には、学校地域連携型公立塾「隠
岐國学習センター」が設立された（URL14）。同
学習センターでは、キャリア教育「夢ゼミ」11を週
1回行っている他、ICTの活用を通して、全国
のプロフェッショナルとの対話の場や東京の高
校生との議論の場なども積極的に設けている。
　2011年 4月には、「地域創造コース」12と、
少人数指導で難関大学にも進学できる「特別進
学コース」が 2年生を対象にして、スタートし
た。2010年度の卒業生は約 3割が国公立大学
に合格、2011年度の卒業生からは初めて早稲
田大学への進学者も出た。こうした取り組みに
より、島前高校の生徒数は、見事、V字回復を
果たした。
　この地域創造コースの中核に位置するのが、
2年次に週 3時間行う「地域学」と 3年次に週

肉）9や「隠岐のいわがき」（牡蠣）や「海士乃塩」
（塩）などの地域食材を用いた商品開発、CAS
凍結センター 10の建設による海産物の鮮度向
上など、様々な産業振興の取り組みを行ってお
り、雇用創出や定住者の増加などの効果を挙げ
ている（佐野 2019a）。

4. 5　島前高校魅力化プロジェクト

写真 9　隠岐島前高校の外観
（提供：海士町役場）

　海士町にある島根県立隠岐島前高校は、島前
3町村で唯一の高校であるが、少子化の影響を
受け、約 10年間で入学者数が 77人（1997年）
から 28人（2008年）にまで激減し、そのまま
では 2013年度には島根県の高校統廃合基準で
ある入学生 21人を下回るという統廃合の危機
に直面していた。
　高校がなくなると、島の子どもは 15歳で島
外に出ざるを得なくなる。子どもを持つ若年世
帯層の島への UIターンも激減し、教育費の負
担増による出生率の低下も予想されるところで
ある。そうなれば、人口減に歯止めがかからな
くなり、島前 3町村は存続しえなくなってしま
う（URL13）。
　そこで、2008年 3月に、高校と島前 3町村
の町村長、議長、教育長、中学校長らによる高
校改革の推進母体「隠岐島前高等学校の魅力化

9  昔から島で良質な子牛を生み育て、全国の販売してきた。地元の建設業者により、減少した公共事業に替わる新たな事業として「有限
会社隠岐潮風ファーム」が設立され、町の支援も受けて “島生まれ島育ちの隠岐牛” のブランド化に成功した。出荷先は東京の食肉市
場に的を絞り、松阪牛と同等の評価を得ている。

10  CASシステムは、磁場をかけて振動させることで細胞組織を壊すことなく凍結させることができ、解凍しても長期間にわたって鮮度を
保持できるシステムである。この CASを導入することにより、海士の豊富な海産物が、遠く離れた東京など都市の消費者にも新鮮な
まま届けられる環境が整った。

11  自立学習や個別指導、少人数授業に加え、学力の基礎となる学習意欲や目的意識を醸成する特色あるキャリア教育。
12  生徒たちが実際のまちづくりや商品開発などを行うことで、創造力・主体性・コミュニケーション能力など地域社会で活躍するための
総合的な人間力を磨くというカリキュラムを柱にしたプログラム。

図 7　島前高校の生徒総数の推移
（出典：海士町役場資料）
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の 5.5％から 33.6％に増加していたことから、
震災前からすでに人口減少と同時に少子高齢
化が急速に進展していたことが分かる（佐野 
2019b）。
　一方、女川町の財政は、東北電力の女川原子
力発電所の立地による固定資産税や「原子力発
電施設等周辺地域交付金」および「電力移出県
等交付金」からなる「電源立地特別交付金」が

2時間行う「地域地球学」という科目である。
これらの授業は、島前地域そのものを教材とし
たものであり、生徒がそれぞれの興味に応じて
プロジェクトチームを組み、地域内外の優れた
人びとの協力を得ながら、地域の魅力や課題を
探究し、その解決策を立案し、実際に地域で実
践し、評価・検証・改善を行っていくという授
業である。
　島根県の県立高校全体の募集定員が過去最少
となる中、入学者数は増え続け、2011年度は
定員超、2012年度からは、へき地の高校とし
ては異例の学級増（定員 40名から 80名へ）を
実現した。  
　2010年度は 27名だった入学者が、2012年
度 59名と倍増して、関東や関西など島外から
23名が入学した。2017年度も募集定員 2学級
で 64名中、島外から 29名が入学した。また
教員も 2013年度は一気に 9名増員となった。
こうした取り組みが評価され、2013年には
第 1回プラチナ大賞並びに総務大臣賞を受賞。
2015年度には文部科学省のスーパーグローバ
ルハイスクール（SGH）指定校となった（佐野 
2019a）。

5． 宮城県女川町における内発的地域イ
ノベーション・エコシステム

5. 1　女川町の概況と歴史風土 

　女川町（おながわちょう）は宮城県東部の牡鹿
郡にあり、太平洋沿岸に位置する町である（図 8）。
　北上山地と太平洋が交わる風光明媚なリアス
式海岸は天然の良港を形成し、カキやホタテ・
ホヤ・銀鮭などの養殖業が盛んで、世界三大漁
場の一つである金華山沖漁場が近いことから、
魚市場には年間を通じて暖流 ･寒流の豊富な魚
種が数多く水揚げされている。中でもサンマの
水揚げ量は全国でも有数である。
　女川町の人口は、1965年の 18,080人をピー
クに減少に転じ、東日本大震災の直前の 2010
年には 10,051人まで減少していた。減少のペー
スは、三陸沿岸の周辺市町村と比しても速く、
特に年少人口（0～ 14歳）の比率が、1965年
の 30.8％から 2010年には 10.5％まで減少し、
一方で老年人口（65歳以上）の比率が 1965年

図 8　女川町位置図
（出典：nippon.com）

写真 10　震災前の女川町中心部
（出典：女川町復興まちづくり情報交流 WEB）

写真 11　津波による被災
（提供：女川町）
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　建造物の被害は、住家の総数 4,411棟に対し、
全壊 2,924棟、大規模半壊 149棟、半壊 200棟、
一部損壊 661棟と、町内の住家の 90％弱が被
害を被った状況であった。また住宅の約 7割が
流失の事態に陥った。
　震災後は、生活再建のために女川町を離れる
社会減が加速し、2010年から 2015年までの人
口減少率▲ 36.98％は、福島県を除く国内全市
町村で最大となった。
　2019年 12月現在の人口は震災前と比べ約
36％減少している（図 7）。企業や工場、商店
といった事業所数は約 360で震災直後（2012年）
の約190より増えたが、震災前の約660（2009年）
には及ばない（女川町 2018）。

5. 3　女川町の災害復興プロセス

5. 3. 1　復興連絡協議会（FRK）の設立

　震災から 8日目となる 2011年 3月 18日、水
道も電気もまだ復旧しない中、産業界を中心と
する民間の有志が仮設事務所となるプレハブに
集まり、まちづくりの準備会を開いた。その約
1カ月後の 2011年 4 月中旬、地元商工会と水
産業関係者を中心として町内の各産業界で構成
する「女川町復興連絡協議会（FRK）」が設立

交付されるため、近隣の市町村と比べると潤沢
な財政を持っていた。そのため 2012年度まで
は地方交付税が支給されていな数少ない地方公
共団体の一つであった。そうした背景から、石
巻市など周辺市町村との合併には消極的であ
り、これまで単独町政を選んできた。

5. 2　東日本大震災による被災

　2011年 3月 11日 14時 46分、マグニチュー
ド 9.0の東北地方太平洋沖地震が発生し、女川
町では女川原子力発電所の震度計が震度 6弱を
観測した（町内の検測所は津波で流失）。さら
にこの地震が引き起こした津波に襲われ、沿岸
部は壊滅的被害を負った。また、港湾空港技術
研究所の調査によれば、津波の最大波高（浸水
高）は女川漁港の消防庁舎で海抜 14.8mを記録
している（佐野 2019b）。 
　これにより、浸水区域 320ha、被害区域
240haと広域の被害を生じた。人的被害は、被
災前人口 10,014人に対し、死亡者 574名、死
亡認定 253名、確認不能 2名（震災前から所在
不明）に及んだ。無事確認者は 9,185名であっ
た。人口の 8.3％に当たる 827名が尊い命を失
い、宮城県内でも最大級の被害を受けた（女川
町 2018）。

図 9　女川町の人口推移
（提供：女川町）
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　2012年 4月には、一般の住民も広くまちづ
くりに対する意見を反映できるようにと、町内
主要団体の代表から構成される「まちづくり推
進会議」のもと “町民ワーキンググループ” が
設置された。さらに、活動の持続的発展に向け
た学びや実践、チームづくりの場である多彩な
「まち活」も住民参加により実施された。
　こうした動きが、行政と町の議会、産業界、
住民がひとつになって一人ひとりが主体的にま
ちと関わり、まちをつくる原動力となった。町
議会議長は、こうした 4者の連携を『四輪駆動
で動くまち』と呼んでいるという（URL15）。
　また大きかったのは、震災前の 2010年、女
川の人口減少に危機感を感じて商工会を中心に
『女川まちづくり塾』を発足、女川の将来につ
いて話し合っていたことである。平時の取り組
みがあったからこそ、早いスピードでつながる
ことができた（URL16）。

5. 3. 3　女川みらい創造株式会社

　公民連携事業の第一弾として行われたのが、
先行造成地区となる駅前周辺の商業エリアにお
けるまちづくり会社によるエリア・マネジメン
トである。まちづくり会社の名称は「女川みら
い創造株式会社」（以下、みらい創造）であり、
町の第三セクターとして 2014年 6月に設立さ
れた（須田 2015）。
　ここにおけるマネジメントとは管理だけでな
く、プロムナード自体も含む公共空地等の利活
用を積極的に行うことを意味し、それによって
このエリア全体の集客増やエリア価値の向上を
図ることがみらい創造の本質的な役割であっ
た。震災から 4年が過ぎた 2015年 3月、JR石
巻線が全線開通し J R「女川」駅が開業し、駅
舎の 2階には「女川温泉ゆぽっぽ」が装いも新
たに誕生した。
　そして、駅前の中心市街地を「にぎわい拠点」
と位置づけ町有地にし、商業施設や公共施設を
集約させた。同年 12月には、駅前のテナント
型商業施設「シーパルピア女川」、隣接地に町
民が集い交流する「女川町まちなか交流館」が
続々とオープンした（佐野 2019b）。
　商業施設「シーパルピア女川」は、行政と民
間が話し合って進めたプロジェクトで、“公民
連携のまちづくり” が形になったものである。

された。これは、当時行政が不明者捜索や避難
所運営等の対応で目いっぱいの中、「行政のサ
ポートを待っていたら経済の復興はままならな
い。自力で立ち上がらなくては」との思いで設
立されたものであった。
　ここには各団体の代表とともに各世代の経済
人が集められた。その設立総会の際、丁度還暦
を迎えていた高橋正典・商工会長（当時）が、
次のように呼びかけた。「我々は 20年後にここ
に生きているとは限らないが、50代以下の君
たちは多分生きているだろう。だから、君たち
が復興を担え。還暦以上は全員顧問となり、復
興には口を出さない。還暦以上の我々は君たち
がやろうとすることの盾になる。君たちが企画
したものに資金が必要だ、となれば金策もする。
君たちが生きる女川の将来だから、君たちが先
頭に立て」（須田 2015）。
　その発言の背景には「復興に約 10年、まち
づくりの成果が分かるのに、さらに 10年かか
る。だから、20年後に責任がとれる 30代、40
代にまちづくりをまかせて、若い人たちをサ
ポートしたい」との思いが込められていた（佐
野 2019b）。

5. 3. 2　 30 代・40 代が主体となった復
興まちづくり

　以降、多くの場面で主に 30代・40代の若手
が中心となり、まちづくりの企画立案から実行
部隊までを担っていくこととなった。もちろん
実際の現場では、還暦以上の世代も含め世代を
超えて連携しながらまちづくりを行っており、
いわば震災前以上に「世代間の連携が密接に
なった」と言っていい。加えて、このことによ
り「全体が（復興まちづくりの）チームである」
という、復興まちづくりのベースとなる意識が
アクター間に醸成された（須田 2015）。
　そして、まちづくりを託された 30代、40代
の若い世代を中心にまちづくりのアイデアを出
し、先輩たちに相談しながら、復興連絡協議会
は 80ページにもわたる復興提言書を作成し、
2012年 1月 30日に女川町と女川町議会に提出
した。震災後に就任した須田町長も 39歳と若
く柔軟な対応により、「話し合いながら一緒に
まちをつくっていこう」との方針が示された（佐
野 2019b）。
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変革を起こし、ひいては地方から日本社会の新
たな姿を現出させていくことを目指して活動を
行っている（須田 2015）。
　女川町は 2015年 3月に、復興まちづくりの拠
点となる女川フューチャーセンター Camass（以
下、Camass）を女川駅前にオープンした。この
Cammasの運営がアスヘノキボウに町から委託
され、今後のまちづくりへ向け多様な切り口で
未来を実現していくためのワークショップの開催
や、町内外の起業支援、経済同友会加盟企業へ
の町内民間・行政の人材短期留学のコーディネー
トなどの活動が展開されている（佐野 2019b）。

6．各地域事例の比較分析

6. 1　 各地域事例におけるエコシステムの
構造

　内発的地域イノベーション・エコシステムの
成立要件は、以下のように規定することができ
る（佐野 2020b）。
　① 地域アイデンティティを共有しあえる圏域

設定
　② エコシステム形成のハブとなる中核プレイ

ヤー
　③情報共有とフィードバック・ループ
　④課題と未来予想、ビジョンの可視化と共有
　⑤紐帯としての価値・規範の伝播と共有
　⑥地域公共財としての社会関係資本の形成
　⑦ エコシステム形成と維持に寄与する中間支

援組織
　本章ではこの中でも特に重要な以下の 3つの
観点について各地域事例を比較分析していきた
い（佐野 2020c）。
①地域ビジョンの可視化と共有
　将来的に地域をどのような状態にしていきた
いか、という地域づくりの方向性を共有するこ
とにより、マルチセクター間の協働が可能とな
り、また自律分散型で各プレイヤーの自由な
行動が行われているエコシステムにおいても、
各々のアクションの総体が全体最適に向かう大
きな基盤となる。
②紐帯としての価値・規範の伝播と共有
　エコシステム形成にあたりその参加プレイ
ヤー間をつなぐものとして新たに設定される価

駅前から海に向かって伸びる幅 15ｍのゆとり
あるプロムナード沿いに小売店、ミニスーパー、
飲食店、工房など 27のテナントが並ぶ商店街
であり、2015年 12月に開業した（写真 12）。
商店街を運営するみらい創造は、商店街の隣に
物産センターである「地元市場ハマテラス」の
建設も併せて行った（2016年 12月開業）。

写真 12　シーパルピア女川
（提供：女川町）

5. 3. 4　 女川フューチャーセンター
 Camass

　まちづくりに必要なものは「よそ者、若
者、馬鹿者」だと言われる。震災後、女川町に
NPO法人アスヘノキボウ（以下、アスヘノキ
ボウ）が設立された。大震災を機に上場企業を
退職し、被災地支援に奔走していた仙台市生ま
れの「よそ者・若者」である小松洋介が、女川
町を拠点とし起業支援等を行っていく中で設立
したものである（須田 2015）。
　アスヘノキボウは「地域のトライセクター
リーダー」として地元の行政と民間、そして外
部主体の 3つのセクターのハブとなり、地域の

写真 13　女川フューチャーセンター Camass
（提供：NPO 法人アスヘノキボウ）
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6. 2　 各事例における内発的地域イノベー
ション・エコシステム構造の比較

　3つの地域は、それぞれ特徴的な共有ビジョ
ンと価値・規範、社会関係資本の形成パターン
を持っている（表 1）。
　住民による NPOが主体となって移住者とと
もに創発型まちづくりを進めた神山町、行政の
強力なリーダーシップと身を切る改革で住民を
巻き込み、志ある移住者を集め不可能を可能に
していった海士町、そして震災を契機に、地域
の未来づくりに本気でコミットする主体が各セ
クターで一斉に生まれ、それを束ねて創造的復
興を公民連携で成し遂げてきた女川町、と 3事
例とも際立った個性とその違いが見られる。
　同時に共通しているのは、多様な主体をつな

値・規範。異質な主体をゆるやかにつなぎ、地
域の新たな個性を形作る。地域ごとに大きく異
なっているものであり、またそれにより地域に
惹きつけられる移住者や関係人口の質も変わ
り、それによりその地域のエコシステムの個性
や機能にも違いが出てくる。
③地域公共財としての社会関係資本の形成
　各集団・組織内には、同質性の高い強い結び
つきである「結合型社会関係資本」が働き、ま
た集団・組織間には「橋渡し型社会関係資本」
がある。さらに上部構造である行政組織との各
集団との結びつきは、「連結型社会関係資本」
が働いている。こうした「地域公共財としての
社会関係資本」がエコシステムの各プレイヤー
間に形成されることにより、内発的地域イノ
ベーション・エコシステムが強化される。

表 1　各地域事例の内発的地域イノベーション・エコシステム成立要件比較分析

徳島県神山町 島根県海士町 宮城県女川町

ビ
ジ
ョ
ン

・ せかいのかみやま
・ 創造的過疎
・ ヒトノミクス
・ 可能性が感じられるまち
・ ワクワクする未来

・ 持続可能な社会へのタグボート
・ 最後尾から最先端へ
・ 意志ある未来
・ 人と自然が輝き続ける島
・ みんなで しゃばる島づくり

・ あたらしいスタートが世界一生
まれるまち
・住み残る、住み戻る、住み来たる
・子どもたちに引き継げるまち

共
有
価
値
規
範

・ オープン・フラット・トレランス
・ 「やったらええんちゃうん」
・ できない理由よりもやれる方法を
・ 気持ちよくつながる
・ ゆるやかさ／好きを素敵に

・ないものはない
・自立・挑戦・交流
・人が変われば島は変わる
・志を果たしに
・「やりゃいいだわい」
・島まるごと／海士らしさ
・つながりと好循環

・おい（俺）のまち／女川愛
・女川魂／まげねっちゃ
・還暦以上は口を出すな
・一人ひとりが動く
・活動人口を増やす
・四輪駆動のまちづくり
・新しい女川に生まれ変わる

社
会
関
係
資
本

・ 地区／集落単位での地域アイデン
ティティと相互扶助
・ 商店街の持つ開かれた社会関係
資本
・ 四国遍路を受け入れてきたオー
プンな地域性
・ 来る者拒まず、去るもの追わずの
ゆるやかさ
・ 移住者の持つ多様なネットワーク
・ 異質なものを受け入れ、つなげる
姿勢

・ 漁村部／農村部／商業地区に分か
れ、それぞれの集落／地区単位の
地域アイデンティティ
・ 離島という地理条件と一島一町か
ら生まれる一体感
・ 前村長のリーダーシップから生ま
れた行政への信頼と連結型社会関
係資本
・ よそもの・わかもの・ばかものを
重視し、受け入れる風土
・ 「明るい危機感」と「志」からつな
がるネットワーク

・ 震災前より強い郷土愛で結ばれて
いた一方、漁村である「浜」ごと
の強いアイデンティティ。
・ 津波で地域のほとんどが被害を受
け、関係性がフラットになることに
より女川町全体としての強い一体
感が醸成。
・ 産業界と住民が動き出し、行政が
それに応えることによりセクターを
越えた信頼が短時間で醸成。
・ よそものの積極的な受け入れ

（筆者作成）
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つ中核プレイヤー及び中間支援組織がエコシス
テム内で協働し、エコシステム外の地域全体
を発展させていくような状況をいかに創り出
していくのかという視点も重要である（佐野 
2020c）。
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